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2020年6月、社会資本整備審議会道路分科会

基本政策部会の提言として、ビジョン｢2040年、道路

の景色が変わる　～人々の幸せにつながる道路～｣

がとりまとめられました。ポストコロナの新しい生活様

式や社会経済の変革を見据えながら、概ね20年後

の日本社会を念頭に、道路政策を通じて実現を目

指す社会像、その実現に向けた中長期的な政策の

方向性を提案するものです。

近年のデジタル技術の進展や、モビリティ分野での

CASE(Connected、Autonomous、Shared＆Service、

Electric)と称される技術革新もあり、人・モノ・サービ

スの移動の効率性、安全性、環境性、快適性等を

極限まで高めた道路に｢進化｣するチャンスを迎えて

いるととらえています。また、新型コロナウイルス感染

症により、人の移動や交流が制限されるなか、対面

でのコミュニケーションの普遍的な価値を再確認し、

道路を人々が滞在し、交流できる空間に｢回帰｣させ

ることも現代において求められていると、道路の役割

について再考されています。

ビジョンでは、道路行政が目指す｢持続可能な社

会の姿｣として｢日本全国どこにいても、誰もが自由に

移動、交流、社会参加できる社会｣｢世界と人・モノ・

サービスが行き交うことで活力を生み出す社会｣｢国

土の災害脆弱性とインフラ老朽化を克服した安全に

安心して暮らせる社会｣を掲げ、それに対し政策の方

向性を示しています。そのなかでも｢まちのメインスト

リートが行きたくなる、居たくなる美しい道路に生まれ

変わり、賑わいに溢れたコミュニティ空間を創出する｣

｢卓越したモビリティサービスや賑わいと交流の場を

提供する道路空間が投資を呼び込む国際都市とし

ての魅力を向上させる｣等、道路空間の多様な活用

が示されています。

2022年3月には、｢安全・安心に利用できる道路

通行機能｣｢安全・安心な空間を活用した賑わい空

間の創出｣｢道路を訪れるすべての人々が楽しめる

空間創出｣｢多様なモビリティや物流｣等のニーズに

応えるための道路整備や施策導入の際の実践ツー

ルとして、｢多様なニーズに応える道路 ガイドライン｣

(国土交通省道路局)が策定されました。

ガイドラインでは、まちづくりの将来ビジョンまたは道

路の将来像の実現に向けて必要となる、検討エリア

の設定方法、対象エリアで道路が果たしている機能

の分析、今後強化・付加させたい道路の機能、路線

ごとの機能分担について、検討手順が示されていま

す。また、多様なニーズに応える道路の柔軟な使い

方が｢車道の幅員構成を変えない使い方｣｢車道の

幅員構成や道路構造を変える使い方｣｢時間帯別に

道路機能を変化させる使い方｣に分類され、具体例

とともに解説されています。

制度面では、歩道等のなかに｢歩行者の利便増

進を図る空間｣を定め、テラスや店舗等の占用を柔

軟に認める｢歩行者利便増進道路｣(通称：ほこみち)

制度も2020年11月に創設されています。

今後、これらのガイドラインや制度を踏まえ、全国

各地でその特性、ニーズに応じた道路づくりが進めら

れることが期待されます。当社は道路整備やまちづ

くりに関する高い技術と豊富な経験を活かし、多様

なニーズに応える道路づくりに取り組んでまいります。

多様なニーズに応える道路づくり ～人々が滞在し交流できる空間への回帰～
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